
第６章 子育て支援課 

 

１ 次世代育成支援対策等の推進（「千葉県子ども・子育て支援プラン２０２０」の推進） 
子ども・子育て支援法に基づき市町村が行う幼児期の教育・保育等の提供体制の計画的な整備を支援

する「千葉県子ども・子育て支援事業支援計画」と、次世代育成支援対策推進法に基づき子どもが健や

かに生まれ育成される社会の実現に向けた子どもと子育て家庭への支援に関する施策の方向性や目標を

定めた「新 千葉県次世代育成支援行動計画（前期計画）」とを継承し、一体的な計画として令和２年 

３月に「千葉県子ども・子育て支援プラン２０２０」を策定し、令和５年３月に直近の社会状況を踏ま

えた上で、幼児期の教育・保育等の提供体制の確保等や施策推進の目標などの中間見直しを行った。 
児童福祉、母子保健、教育、生活環境等幅広い分野で具体的施策を推進するため、計画の進捗状況の

点検とその評価を行った。 
  ○ 基本理念 

子どもは地域の宝 すべての子どもと子育て家庭の育ちを地域のみんなで支える 
  ○ 基本的視点 

（１）子ども一人ひとりの権利の尊重 
（２）すべての子どもと子育て家庭を支援 
（３）地域全体で支える子育て 

  ○ ３つの柱 
     Ⅰ 安心して妊娠・出産し、ゆとりをもって子どもを育てられる環境づくり 
     Ⅱ 子どもが愛情に包まれて健やかに成長し、自立できる環境づくり 
     Ⅲ 地域全体で、子育てを応援し、子どもを守る環境づくり 

 

２ 多様な保育サービスの充実 

（１）保育所等の整備 

核家族化の進行及び女性の就業率の増加等に伴う保育需要の増加、多様化に対処するため、保育所等

の適正配置を図るとともに多機能化を推進し、児童処遇の向上に努めている。 

表１ 年度別保育所等設置状況（各年4月 1日現在） 

年 度 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 令和３年度 令和４年度 

施設数 1,454 1,577 1,710 1,824 1,909 

定員数 112,584 118,506 124,921 130,083 134,002 

※認定こども園（2･3 号）、地域型保育事業を含む 

 

（２）認定こども園制度 

認定こども園とは、小学校就学前の子どもに対する教育・保育並びに保護者に対する子育て支援を総

合的に提供する施設であり、４つの類型がある。 

① 幼保連携型 

学校及び児童福祉施設としての法的位置づけを持つ単一の施設であり、知事又は指定都市若しくは    

中核市の長の認可を受ける。 

② 幼稚園型 

認可幼稚園が保育所機能を併せ持つ施設であり、知事又は指定都市若しくは中核市の長の認定を受

ける。 

③ 保育所型 

認可保育所が幼稚園機能を併せ持つ施設であり、知事又は指定都市若しくは中核市の長の認定を受



ける。 

 

 

④ 地方裁量型 

幼稚園機能と保育所機能を併せ持つ施設であり、知事又は指定都市若しくは中核市の長の認定を受

ける。 

 

表２ 本県における認可・認定状況（令和４年4月 1日現在） 

類型別 公私別  

幼保連携型 保育所型 幼稚園型 地方裁量型 公  立 私  立 

124 21 84 7 55 181 

 

（３）保育の実施 

表３ 保育所等施設及び入所児童の状況（令和４年4月 1日現在） 

区  分 施設数（か所） 定 員 数 現 員 数 

公  立 386 43,353 34,732 

私  立 1,523 90,649 84,661 

計 1,909 134,002 119,393 

※ 認定こども園（2･3号）、地域型保育事業を含む 

 

（４）保育所への指導 

表４ 令和３年度保育所行政指導監督実施状況 

（千葉市、船橋市、柏市を除く。） 

 

（５） 保育内容の拡充 

① 乳児保育 

県単独補助事業により助成を行い、乳児保育の促進を図っている。 

表５ 全入所児童に対する乳児入所施設数の状況（令和４年4月1日現在） 

 ※乳児が入所している保育所等数 うち満3ヶ月未満児が入所している保育所等数 

51 市町村 972 38 

千葉市 316 13 

船橋市 156 13 

柏市 99 76 

合計 1,543 140 

  ※乳児は０～１歳としている。 

 

 

 

区 分 
対 象 数（A）   実 施 数（B） 文書指摘数（C） 

公立 私立 計 公立 私立 計 公立 私立 計 

市町村   51   47   5 

保育所 236 519 755 236 359 595 24 97 121 



② 延長保育 

国庫補助事業により助成を行い、通常の保育時間を超える延長保育の促進を図っている。 

表６ 保育所の開所時間の状況（令和4年 4月 1日現在） 

 8 時間 
8時間超 

9時間未満 

9時間超 

10 時間未満 

10 時間以上 

11 時間未満 

11 時間以上 

12 時間未満 
12 時間以上 合計 

51 市町村 2 3 12 25 252 1,001 1,295 

千葉市 2 0 2 1 38 301 344 

船橋市 0 0 3 1 40 124 168 

柏市 0 0 0 0 0 102 102 

合計 4 3 17 27 330 1,528 1,909 

 

③ 障害児保育 

保育の必要があり、保育所で行う保育（集団保育）が可能で日々通所できる障害児の受入れの促進

を図るため県単独補助事業により助成を行っている。 

表７ 障害児保育実施状況 

   年度 

区分 

平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

市町村 児童数 市町村 児童数 市町村 児童数 市町村 児童数 市町村 児童数 

障害児受入 34 152 32  134 32 144 27  142 29 175 

        （千葉市、船橋市、柏市を除く） 

※ 障害児受入数については、保育所・幼保連携型認定こども園入所児童のうち特別児童扶養手当支給対

象者数を記載。 

 

④ 一時預かり事業 

国庫補助事業により助成を行い、保護者の就労形態の多様化、傷病等による一時的な保育需要に対

応する一時預かり事業の促進を図っている。 

表８ 一時預かり事業の実施状況 

年度 

区分 

平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和 3年度 

市町村 施設数 市町村 施設数 市町村 施設数 市町村 施設数 市町村 施設数 

一時預かり 53 455 52 500 52 519 52 499 52 533 

※ 幼稚園又は認定こども園で実施する「幼稚園型」を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（６）保育士の養成 

① 保育士養成 

令和４年４月１日現在、本県における保育士の養成施設は２３施設（２９課程）で、入学定員は 

２，５５７人である。 

表９ 保育士養成施設卒業者の就職状況 

（令和4年3月卒業者) 

② 保育士試験 

保育士養成施設のほか、保育士資格を取得するための保育士試験制度があり、試験を年２回実施し

ている。 

表１０ 保育士試験実施状況 

年度 受験者 
試験 

合格者 

全部免除※ 

合格者 

合格者 

合計 

平成 30年度 
前期 1,884 人 493 人 192 人 

1,159 人 
後期 1,823 人 285 人 189 人 

平成 31年度 

（令和元年度） 

前期 1,989 人 322 人 180 人 
1,316 人 

後期 2,088 人 674 人 140 人 

令和 2年度 
前期 1,818 人 51 人 114 人 

829 人 
後期 2,211 人 567 人 97 人 

令和 3年度 
前期 2,162 人 422 人 49 人 

1,087 人 
後期 2,332 人 506 人 110 人 

令和 4年度 
前期 2,353 人 774 人 63 人 

1,567 人 
後期 2,086 人 661 人 69 人 

※全部免除とは…幼稚園教諭免許状所有者（実技試験等が免除）が指定保育士養成施設において科目  

を履修することにより、対応する筆記試験科目が免除になり、保育士試験を全部免除

で合格する制度である。 

※令和2年度は、前期筆記試験について、新型コロナウイルス感染症対策により中止。 

 

（７）認可外保育施設への指導 

「認可外保育施設に対する指導監督の実施について」（平成１３年３月２９日雇児発第１７７号厚生 

労働省雇用均等・児童家庭局長通知）に基づき、「認可外保育施設指導監督実施要綱」を制定し、毎年   

１０月１日に現況報告書を徴するとともに、立入調査を行い指導している。 

表１１ 認可外保育施設の状況（令和4年 3月 31日現在） 

区  分   
施設

数 

入所 

児童数 

入所児童の年齢別内訳  

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳～ 学童 不明 

ベビーホテル 28 186 13 39 48 24 57 5 0 

卒  業  者  数 

児童福祉施設 

幼 稚 園 そ の 他 
保育所、 

幼保連携型 

認定こども園 

左記以外 

養成施設計 1,758 人 996 人 55 人 291 人 416 人 

卒業生に対する割合 56.6％ 3.1％ 16.6％ 23.7％ 



事業所内保育施設 265 2,651 348 771 677 336 431 88 0 

その他の施設 66 2,506 49 147 333 540 1,408 29 0 

居宅訪問型 234 201 24 19 27 37 56 37 1 

   計 
593 5,544 434 976 1,085 937 1,952 159 1 

 100.0% 7.83% 17.6% 19.57% 16.9% 35.21% 2.87% 0.02% 

（千葉市、船橋市、柏市を除く。） 

３ 地域の子育て支援体制の充実    

（１）地域子育て支援拠点事業 

家庭や地域における子育て機能の低下や、子育て中の親の孤独感や負担感の増大等に対応するため、

子育て親子の交流等を促進する拠点を設置することにより、子育て中の親子が気軽に集い、相互交流

や子育ての不安・悩みを相談できる場を提供する。 

表１ 地域子育て支援拠点事業の実施状況 

年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

箇所数 317 324 335 340 346 

 

（２）児童手当の支給 

児童を養育している者に児童手当を支給することにより、家庭等における生活の安定に寄与すると 

ともに次代の社会を担う児童の健やかな育ちを支援することを目的とし、平成２４年３月に児童手当

法の一部が改正され､同年４月から施行された。 

① 支給要件  

日本国内に住所を有しており、中学校修了前の児童を監護し、生計同一であること 等 

② 支給金額 

（ア）所得制限額未満である者 

０歳～３歳未満 １５，０００円 

３歳～小学校修了（第１子・第２子）１０，０００円 （第３子以降）１５，０００円 

中学生 １０，０００円 

（イ）所得制限額以上である者 ５，０００円 

＊所得制限は、９６０万円（夫婦、児童2人世帯）を基準に設定し、平成２４年６月分から適用 

③ 支給方法 

（ア）受給資格者は住所地の市町村長に認定請求書を提出し､その認定を受けた市町村長から支給  

される。なお、公務員については所属庁の長(又はその委任を受けたもの)へ認定請求書を提出し､

所属庁から支給される。 

（イ）支給開始月は認定請求を行った日の属する月の翌月から支給される。 

（ウ）支払いは２月､６月､１０月の３回、それぞれ前月までの４か月分がまとめて支払われる。 

 

（３）放課後児童健全育成事業 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に児童厚生

施設等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えてその健全な育成を図る事業である。 

表２ 放課後児童健全育成事業実施状況（国調査集計結果）（各年5月1日時点、R2は 7月 1日時点） 

年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

市町村 54 54 54 54 54 

箇所数 1,358 1,465 1,537 1,570 1,596 

※箇所数については、支援の単位を記載 

 



（４）児童館（児童センター）の設置状況 

児童館（面積２１７．６㎡以上）は、屋内型の児童厚生施設として、集会室、遊戯室、図書室等を    

設け、児童厚生員が地域の児童に健全な遊び場を与え、幼児及び少年を集団的、個別的に指導して児童

の健康を増進し、情操を豊かにするとともに、子ども会、母親クラブ等の地域組織活動の育成助長を  

図ること、その他地域の必要に応じて幼児や放課後児童の保護育成指導を行うこと等の機能を持って 

いる。 

また、昭和５３年度から、都市部においては、児童館の機能に加えて、体力増進を図ることを目的と

した特別の指導機能を有する児童センター（面積３３６．６㎡以上）の設置が行われている。 

このように、児童館（児童センター）は、地域児童の健全育成に関する総合的な機能を有するもので   

ある。 

令和５年２月１６日現在の設置状況は２４市町８８施設となっており、うち５７施設は児童センター

である。 

 


